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公平・適正な課税の実現と納税秩序の維持により、重要

な自主財源である市税を確保するため、22 年 10 月の「市

税事務所」開設に向けて準備を進め、効率的な執行体制

の確立と機能強化を図ります。 

 

市税事務所開設事業 

事業費 768,186(21 年度予算額 79,200) 

主な内訳：移転・事務室整備費    596,763 

電算システムの改修費   115,714 

 

 

 

 
 

参議院議員選挙執行 

事業費 461,000 

主な内訳：投票(所)関係経費  147,000 

          開票(所)関係経費   76,000 

          事務費       156,000 

22 年 7 月に、任期満了に伴う第 22 回参議院

議員通常選挙が執行されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ー主要事業ー           要求額 

○市税事務所開設事業・・・・・・・・・・・768,186〔税 政 部〕 

○コンビニエンスストア収納税目拡大整備・・142,479〔税 政 部〕 

市有地売却促進事業・・・・・・・・・・・ 21,220〔管 財 部〕

そ の 他 

 

一般会計要求総額  

１５１，３３８，７９７千円 

（対前年度 ▲１．２％） 

 ○：ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業 

財 政 局 ＜要求の基本的考え方＞ 

◆「持続可能な財政構造への転換」を実現するため、財政基盤の

強化や、地方分権に対応した予算編成を行う。 

◆市税収入の向上や、市有地の利活用について計画的に取り組

む。 

市有地売却促進事業 

宅地建物取引業者による市有地の購入者斡旋など民

間のノウハウを活用し、市有地の売却を促進します。 

(単位：千円) 

＜主な見直し項目（効果額）＞ 
・一般事務費の節減          52,109  

事業費 21,220（21 年度予算額 10,200） 

主な内訳：市有地売払媒介制度       20,000 

          民間アドバイザーの活用   1,220 

  ー主要事業ー               要求額 

参議院議員選挙執行・・・・・・・・・・・・・・・・ 461,000 

道議会議員及び知事選挙執行準備・・・・・・・・・・ 131,000 

市議会議員及び市長選挙執行準備・・・・・・・・・・ 365,349 

そ の 他 

 

一般会計要求総額  

１，０４６，４３８千円 

（対前年度 ＋８１．０％） 

選挙管理委員会事務局 ＜要求の基本的考え方＞ 

◆ 選挙が公正かつ適正に行われるよう、あらゆる機

会を通じて啓発活動を行い、選挙人の政治意識の

向上に努める。 

(単位：千円) 

統一地方選挙執行準備費 

23 年 4 月の統一地方選挙で任期満了に伴う知事選

挙、市長選挙、道議会議員選挙、市議会議員選挙の執行

が予定されているため、その準備を行います。

事業費 496,349 

主な内訳：道議及び知事選挙執行準備費 131,000 

     市議及び市長選挙執行準備費 365,349 

＜主な見直し項目（効果額）＞ 
・一般事務費の削減        499         


